
・本事業の研究成果である地震・津波の即時予測技術が、ライフラインや公共交通等のインフラを管理する機関との共
同研究等により、直接的に社会還元されるための方策について検討を進めること。
・Ⅰ期の成果を活かした習熟効果の発揮により、より一層の経費の効率化を図ること。

1,406総事業費(執行ベース) 1,557 2,830

47.5% 222.1%

事業番号 0305

　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(文部科学省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成18年度地震・津波観測監視システム

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

1,2901,558 2,963

執行率 99.9%

1,406 2,830

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

１．事業評価の観点：この事業は、大規模地震の想定震源域にリアルタイムで地震等を観測可能な海底ネットワークシステムを構
築する独立行政法人向けの支出であり、長期継続事業にあたる。

２．所見：平成２２年度に補助金化しており、単純な長期継続事業にはあたらないものの、これまでの事業の成果を適切に検証す
るとともに、より効果的な事業となるよう海洋研究開発機構の特徴を活かした適切な役割分担について見直しを行うなど、予算を
縮減すべきである。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

・書面調査及び現地調査により額の確定行為を実施し、毎年度委託先における支出先・使途の把握を行っている。
・研究の効果的な運営管理及び成果の実装に向けて必要な連絡調整を行うため、外部有識者を交えた研究推進委員
会を設置し、年に数回開催している。文部科学省の担当者も研究推進委員会に出席し、最新の研究状況の把握に努
めている。

補
　
記

※平成20年度の執行率が低いのは、残額を翌年度に繰り越しているため、また、平成21年度の執行率が100%を超えているのは
前年度からの繰越額を含むため。
※平成22年度以降は補助事業として実施。

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

上位政策

1,274

担当部局庁

予算額(補正後）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

今後30年以内の発生確率が極めて高く、発生した際の人的・経済的被害が甚大である東海・東南海・南海地震に備
え、想定震源域に海底リアルタイムネットワークを構築し、地震発生予測モデルの精度向上を図るとともに、緊急地震
速報及び津波予測技術の精度向上により、将来的な巨大地震による被害の大幅軽減に貢献することを目的としてい
る。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

20点の地震計・水圧計等の観測機器を備えた高密度でリアルタイム観測可能な海底ネットワークシステムを構築する
ための技術開発を行い、東南海地震の想定震源域にあたる紀伊半島熊野灘沖に敷設する。設置した高精度センサー
により得られた地殻活動のデータを用いて地震予測モデルの高度化に貢献する。また、海溝型巨大地震発生時には、
海底に展開した観測機器が直上・直近で検知し、主要動や津波の到達前にそれらの規模などの情報発信が可能とな
る。

1,510

安全・安心な社会の構築に資する科学技術の推進

19年度

新たな地震調査研究の推進について（平成21年4月
21日地震調査研究推進本部）

担当課室 地震・防災研究課研究開発局

一般会計

地震・防災研究課長
鈴木　良典

関係する計
画、通知等

－

委託先：（独）海洋研究開発機構
※防災分野の研究開発に関する委員会において実施機関を決定。

執行額 1,557

20年度 21年度 22年度 23年度要求



職員旅費 ０．１百万円

庁費 ０．３百万円 を含む

事業概要

随意契約／委託

概　要

再　委　託

共同研究機関としての担当部
分の共同研究の実施

資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

①高精度な地震予測モデルの構築や②地震発
生直後の地震及び津波発生の状況の早期検知
等による迅速かつ的確な防災・減災対策への寄
与等を目指す。

海溝型巨大地震・津波対応海底ネットワークシステムの構築に向けた世界最先端の技術開発
等を推進する。

文部科学省
１,２７４百万円

【Ａ】（独)海洋研究開発機構
１,２７３百万円

【B】共同研究の委託
８４百万円
東北大学
(全４機関)



※表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計は一致しない。

一般管理費

人件費
業務担当職員、社会保険料等事
業主負担分

11.6

【B】東北大学

47.8

雑役務費 23.5

国内旅費

費　目 使　途

雑役務費

計

業務実施費

人件費

消耗品費 0.9

外国旅費、消費税相当額 1.0

業務担当職員、補助者、社会保険
料等事業主負担分

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

計

金 額
(百万円）

使　途
金 額

(百万円）
費　目

1.4

設備備品費 研究装置等 7.9

5.2

国内旅費 2.0

金 額
(百万円）

計

費　目 使　途
金 額

(百万円）

計

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目

30.0 計

一般管理費

費　目 使　途

上記経費の５％

計 計

金 額
(百万円）

使　途

費　目 使　途

1,189.2 計

金 額
(百万円）

【A】(独）海洋研究開発機構

試作品費

使　途
金 額

(百万円）
費　目

海底ネットワークシステム 1,050.0

業務実施費
2.5

4.5消耗品費、外国旅費、諸謝金

4.4

上記経費の５％ 56.6

消費税相当額



事業名：【Ｂ】　地震・津波観測監視システム

支出先 支出額（百万円）

1 東北大学 30

2 名古屋大学 30

3 東京大学 14

4 （独）防災科学技術研究所 10

合計 84

 

「複数支出先ブロック」の支出先一覧（上位１０機関）
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